
No.902
令和８年８月20日発行

2026 
AUG.

●VOICE
●中央会ニュースクリップ
●内田俊宏の経済トレンド

●景況天気図
●税務情報
●インフォメーション

8

西尾・米津の川まつり（西尾市）





　中央会あいち　2026年８月1

VOICE

愛
知
県
衛
生
事
業
協
同
組
合
　
理
事
長
　
山
下
　
正
裕

組
合
・
業
界
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

「
地
域
住
民
の
安
心
・
安
全
で
快
適
な
生
活
環
境
を
守
る
」

　

当
組
合
は
、
昭
和
34
年
に
前
身
と
な
る
任
意
団
体
「
尾
張

衛
生
事
業
協
同
組
合
」
を
設
立
し
、
そ
の
後
、
昭
和
39
年
に

三
河
地
区
の
清
掃
業
者
を
迎
え
、
現
在
の
「
愛
知
県
衛
生
事

業
協
同
組
合
」
と
し
て
改
組
・
発
足
い
た
し
ま
し
た
。

　

当
時
は
大
量
生
産
・
大
量
廃
棄
に
起
因
す
る
廃
棄
物
問
題

が
深
刻
化
し
、
公
衆
衛
生
の
重
要
性
に
対
す
る
国
の
意
識
が

高
ま
る
中
、
昭
和
45
年
に
廃
棄
物
処
理
法
が
制
定
さ
れ
ま
し

た
。
そ
の
後
、
幾
度
も
の
法
改
正
を
経
な
が
ら
も
、
当
組
合

は
設
立
か
ら
60
年
以
上
に
わ
た
り
、
コ
ロ
ナ
禍
や
大
規
模
災

害
と
い
っ
た
有
事
に
お
い
て
も
日
々
滞
る
こ
と
な
く
業
務
を

遂
行
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
に
積
み
重
ね
た
実
績

は
、
地
域
住
民
や
自
治
体
か
ら
の
確
か
な
信
頼
と
な
り
、
県

民
の
皆
様
の
「
安
全
で
快
適
な
生
活
環
境
」
を
支
え
る
礎
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

私
た
ち
の
事
業
の
本
質
は
他
社
と
の
競
争
で
は
な
く
、
地

方
自
治
体
の
計
画
に
基
づ
い
た
「
安
定
的
な
業
務
」
の
推
進

に
あ
り
ま
す
。
長
い
歴
史
の
な
か
で
培
っ
た
信
頼
と
実
績
、

そ
し
て
高
度
な
専
門
性
と
公
共
性
が
求
め
ら
れ
る
業
界
で
も

あ
り
ま
す
。

　

今
後
も
各
計
画
に
基
づ
き
、
安
定
的
か
つ
継
続
的
に
県
民

の
皆
様
の
「
公
衆
衛
生
の
向
上
と
生
活
環
境
の
保
全
」
を
守

り
抜
く
た
め
、
我
々
は
こ
の
重
大
な
社
会
的
使
命
を
全
う
し

て
ま
い
り
ま
す
。

組
合
の
活
動
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　

当
組
合
で
は
、
共
同
購
買
事
業
を
通
じ
た
特
殊
車
両
の

あ
っ
せ
ん
販
売
な
ど

に
よ
り
、
組
合
員
の

事
業
活
動
を
支
援
し

て
い
ま
す
。
ま
た
、

教
育
情
報
事
業
の
一

環
と
し
て
、
法
令
改
正
や
安
全
対
策
に
関
す
る
研
修
会
な
ど

数
多
く
の
講
習
会
を
開
催
す
る
ほ
か
、
資
格
取
得
支
援
も
実

施
し
組
合
員
の
専
門
知
識
、
技
能
、
お
よ
び
環
境
意
識
の
向

上
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

当
組
合
は
、
市
町
村
か
ら
一
般
廃
棄
物
処
理
業
の
許
可
や

委
託
を
受
け
、
法
令
に
定
め
ら
れ
た
一
定
の
能
力
を
持
つ
処

理
業
者
の
業
界
団
体
で
す
。
事
業
を
安
定
か
つ
継
続
的
に
遂

行
す
る
た
め
、
単
な
る
経
済
性
の
追
求
で
は
な
く
、
業
務

の
「
確
実
な
履
行
」
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
た

め
、
当
組
合
で
は
各
地
域
の
諸
問
題
に
迅
速
に
対
応
で
き
る

よ
う
、
県
内
を
ブ
ロ
ッ
ク
分
け
し
た
「
支
部
会
」
を
設
置
し
、

県
や
各
自
治
体
の
方
針
・
状
況
に
沿
っ
た
取
り
組
み
を
展
開

し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、組
合
内
に
は
「
総
務
委
員
会
」「
合

特
法
適
用
推
進
委
員
会
」「
し
尿
・
浄
化
槽
事
業
委
員
会
」「
ご

み
処
理
事
業
委
員
会
」
の
４
つ
の
委
員
会
を
設
け
、
理
事
だ

け
で
な
く
各
委
員
会
が
主
体
と
な
っ
た
円
滑
な
組
合
運
営
を

行
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
次
代
を
担
う
人
材
育
成
に
も
力
を

入
れ
て
お
り
、
青
年
部
活
動
を
通
じ
て
若
手
経
営
者
や
後
継

者
の
交
流
・
研
鑽
の
場
づ
く
り
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
県
や
市
町
村
な
ど
の
行
政
機
関
に
対
し
、
物

価
や
人
件
費
の
上
昇
を
適
切
に
反
映
し
た
委
託
料
や
処
理
料

金
の
見
直
し
な
ど
を
求
め
る
要
望
活
動
も
積
極
的
に
実
施
し

て
い
ま
す
。

特
に
力
を
入
れ
て
い
る
こ
と
や
今
後
の
組

合
の
展
望
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　

当
組
合
で
は
災
害
時
へ
の
対
応
策
を
重
要

課
題
と
し
て
位
置
付
け
て
い
ま
す
。

　

昨
今
の
激
甚
化
す
る
自
然
災
害
へ
の
備
え

が
急
務
で
あ
り
、
当
組
合
は
愛
知
県
と
「
災

害
時
に
お
け
る
協
定
」を
締
結
し
て
い
ま
す
。

有
事
の
際
に
迅
速
な
復
旧
支
援
を
行
う
た

め
、
組
合
内
の
ブ
ロ
ッ
ク
ご
と
に
支
援
活
動

を
展
開
で
き
る
体
制
の
維
持
・
強
化
に
努
め

る
と
と
も
に
、
各
自
治
体
と
も
地
域
の
事
情

に
応
じ
た
個
別
の
災
害
協
定
を
締
結
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、
一
般
社
団
法
人
日
本
環
境
保

全
協
会
を
は
じ
め
と
す
る
全
国
の
業
界
団
体

と
も
連
携
し
、
発
災
直
後
の
初
動
段
階
か
ら

即
座
に
支
援
体
制
を
確
立
で
き
る
よ
う
、
緊

密
な
協
議
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

災
害
時
こ
そ
私
た
ち
の
真
価
が
問
わ
れ
ま

す
。
県
民
の
皆
様
の
生
活
を
守
る
た
め
、
平

時
か
ら
の
備
え
と
連
携
強
化
に
引
き
続
き
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

理
事
長
の
一
押
し

知
多
郡
南
知
多
町
・
美
浜
町

　

私
の
地
元
で
あ
る
南
知
多
町
・
美
浜
町
は

美
し
い
海
岸
線
と
新
鮮
な
海
の
幸
に
恵
ま
れ

た
地
域
で
、
名
古
屋
か
ら
気
軽
に
訪
れ
る
こ

と
が
で
き
る
魅
力
的
な
観
光
地
で
す
。
少
し

離
れ
た
篠
島
で
は
、
ス
テ
ー
キ
コ
ン
テ
ス

ト
の
チ
ャ
ン
ピ
オ
ン
が
運
営
す
る
バ
ー
ベ

キ
ュ
ー
も
有
名
で
す
。
ま
た
、
最
近
は
美
浜

町
で
鰻
の
養
殖
に
力
を
入
れ
て
お
り
、
ふ
る

さ
と
納
税
の
返
礼
品
で
取
り
扱
っ
て
も
ら
え

る
よ
う
新
た
な
取
り
組
み
も
し
て
い
ま
す
。

私
た
ち
は
、（
コ
ロ
ナ
渦
や
災
害
時
な
ど
）
あ

ら
ゆ
る
状
況
下
に
お
い
て
も
日
々
休
む
こ
と
な

く
、
公
衆
衛
生
の
向
上
と
生
活
環
境
の
保
全
を

維
持
す
る
た
め
に
業
務
を
行
っ
て
い
ま
す
。

＊＊ 組合プロフィール ＊＊

組　合　名：愛知県衛生事業協同組合
代表者名：山下　正裕

設立年月：1964年 11月
組合員数：101名

住　　所：�名古屋市中区栄四丁目3番 26号
　　　　　昭和ビル内
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中央会ニュースクリップ

大樹生命保険株式会社と連携協定締結
　７月３日（金）、本会は、愛知県内の中小企業組合及び中小企業（以下「組合等」という。）への支援を強化

するため、大樹生命保険株式会社名古屋支社・岡崎支社（以下、「大樹生命」という。）と「中小企業組合・中

小企業者等支援に関する連携協定書」を締結しました。

　今年度、本会は設立 70 周年、大樹生命は創業 100 周年を迎える記念の年でもあります。そうした中、両者

が戦略的パートナーとして更に緊密に連携し、組合等が抱える様々な経営課題の解決を通じて地域経済の活性

化に貢献することを目的としています。

（左から、大樹生命渡邉名古屋支社長、山口会長、大樹生命小倉岡崎支社長）

【連携協定の具体的内容について】
　① 事業ニーズの把握と経営課題の解決に向けた取り組み

　② ＳＤＧｓなどの社会的要請に関するセミナーの共同開催

　③ 販路拡大に向けた展示会等における情報収集及び異業種交流会・ビジネスマッチングの実施

　④ 事業承継、事業引継ぎなどに関する状況把握と対応に向けた関係機関との協議

　⑤ 地域経済の活性化に繋がる組合主催イベントへの参加・協賛

　⑥ 本協定の目的達成のために必要な連絡調整

【団体扱生命保険について】
　本会と大樹生命は連携し団体扱生命保険の推進を行っており、本会会員組合及び傘下組合員企業の方々を対

象とした保険を取り扱っております。

　●オーナーズプラン・・・・経営者のための生命保険

　●パートナーズプラン・・・役員や従業員のための生命保険

　�　万一の保障に加え、退職準備金、事業戦略対策まで幅広いニーズに対応でき、団体割引により割安な保険

料でご加入いただけます。※自動車保険も団体扱で割安になります。

　　【お問い合わせ先】

　　  愛知県中小企業団体中央会　総務部　共済担当（052 − 485 − 6811）
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中央会ニュースクリップ

ものづくり補助金　好事例集　
株式会社建重製作所
～溶接ロボットを導入し生産工程を革新～
性能確認車用部品の制作に着手
　同社は主に大手自動車メーカー向けに、センターピラーやバンパーといったプレス骨格部品の試作、性能
確認車用部品の作製、製品開発サポート部品の製造を手がけています。金型や治具の設計・製造から加工ま
で社内で一貫して行うことで、短納期での多品種少量生産を実現しています。また、積極的な設備投資によ
り「３ｄファイバーレーザー加工機」や「1000 t メカプレス」などの最新設備・加工技術を多数導入し、業
務の効率化・省人化を推進しています。
　従来はプレス骨格部品の試作を主軸としていましたが、デジタル技術の発達に伴いシミュレーション検証が
主流となり、試作部品の需要が減少しました。そこで新たな領域として「性能確認車用部品」の作製に着手。
現在では、従来の試作や開発サポート部品の製造と並び、同社を支える主要事業へと成長しています。

溶接ロボットの導入で作業時間を効率化
　性能確認車用部品は、従来の試作部品と異なり 100 ～ 500 個の数百個単位での量産と短納期への対応が求

められます。そのため、スポット溶接工程の効率化が大きな課題となっていま
した。従来のスポット溶接は熟練職人による手作業に頼っていたため、作業時
間の短縮が困難でした。また、骨格部品が大型化傾向にあり、手作業では精度
やスピードの観点から品質低下のリスクも懸念されていました。そこで、もの
づくり補助金を活用し、スポット溶接とアーク溶接それぞれに対応した溶接ロ
ボットを導入し、加工時間の短縮と加工精度の向上を図りました。
そその結果、作業時間を大幅に削減することに成功し、従来の手作業では約６
分かかっていた溶接作業を、２分以内と３分の１以下にまで短縮することがで
きました。

ノウハウ蓄積し社員の意識を改革
　これまで同社が主力としてきた開発・試作での生産量は１～ 30 個程度でした。
そのため、数百個単位の量産において品質安定と生産効率向上を両立させるノ
ウハウが乏しく、試行錯誤の連続でした。従来の骨格部品の試作現場では、熟
練の職人が一品一品、手作業で高いクオリティを生み出していました。しかし、
量産化においては作業工程を徹底的に見直し、工程数を減らしながらも製品の
精度をさらに上げていかなければなりません。深見氏は、「例えるなら、一貫ず
つ寿司を握っていた職人が、一転して回転寿司のシステムへシフトしていくよ
うなものだ」と語ります。
　この新たな挑戦において、同社は顧客から寄せられるアドバイスやフィードバックを積極的に取り入れなが
ら実践を重ね、着実にノウハウを蓄積していきました。
　また、計画的に職人同士の連携を強化することで、溶接精度の安定化と高い生産効率を両立させていきました。

工場集約し生産性向上
　2024 年にはさらなる生産効率の向上を目指し、事務所と工場を移転して分散していた８か所の工場を１か
所に集約しました。これにより、従来１日約１時間要していた拠点間の移動時間がゼロになり、十分な作業時
間を確保できるようになりました。また、大型化が進む部品の運搬コスト削減にもつながり、大幅な作業効率
化を実現しています。
　さらに、ものづくり補助金や省力化投資補助金を活用した積極的な設備投資を進め、省人化・効率化に向け
た新しい挑戦を続けています。

　　企業データ

　　会　社　名　　株式会社建重製作所（けんじゅうせいさくしょ）
　　代　表　者　　代表取締役　深見敏男
　　設立年月日　　昭和 48 年 10 月 11 日
　　住　　　所　　愛知県豊田市花本町井前 75 番地 1
　　業　　　種　　プレス試作、部品試作、試作治具設計製作
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中央会ニュースクリップ

あいちレディース中央会のご紹介！

　○あいちレディース中央会とは
 　�　女性経営者等に期待する声が高まっている現代の経済社会において、女性の起業は多くの女性雇用を生

み出すものであり、これまで能力を発揮する機会が比較的少なかった女性経営者や管理者層への注目はま
すます高まっています。

 　�　こうした背景のもと、当会は愛知県内の中小企業に携わる女性たちで構成され、経営に関する研鑽や情
報交換、会員相互の交流を深めています。女性の経営意識を高めるとともに、中小企業の振興・発展に寄
与することを目指して活動しています。

　○主な活動内容
　【研修会等事業】
 　�　中小企業の経営に関する研修や会員の需要するテーマに関してのセミナーを開催するなど、研鑽を図り

ます。

　【交流事業】
 　�　新年会や他地域のレディース中央会との意見交換、伊勢神宮参拝ツアーなどを通じて会員間の交流を行

います。

　【情報提供事業】
 　�　ニュースレターの発行や中央会が実施する講習会等の案内を致します。
 　�　また、今年度は愛知県中小企業団体中央会や愛知県中小企業青年中央会等の関連団体や行政庁との連携・

交流を図っていく予定です。

　○会員の資格
 　１号会員　県内の中小企業組合等の女性部又はグループ（団体会員）
 　２号会員　�県内の中小企業組合に所属する企業の女性経営者・経営者夫人、女性役員又は組合女性役職員

（個人会員）
 　３号会員　本会の趣旨に賛同する者（個人会員）

　○会費
 　個人会員　年額 12,000 円
 　団体会員　年額 24,000 円

　○お問い合わせ先
 　あいちレディース中央会
 　名古屋市中村区名駅４丁目４番 38 号
 　ＴＥＬ：052 − 485 − 6811 ／ＦＡＸ：052 − 485 − 9199
 　事務局：愛知県中小企業団体中央会　振興部　榊原・山本
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内田俊宏の経済トレンド
２
０
２
６
年
７
月
で
戦
後
最
長
の
景
気
拡
大
に

　

政
府
が
発
表
し
た
７
月
の
月
例
経
済
報
告
で
、
景
気

は
「
緩
や
か
に
回
復
し
て
い
る
」
と
の
判
断
を
維
持
し
、

２
０
２
０
年
５
月
か
ら
続
く
景
気
拡
張
期
間
は
戦
後
最
長
と

な
る
公
算
が
高
く
な
っ
た
。
政
府
の
景
気
判
断
は
、
内
閣
府

が
毎
月
公
表
し
て
い
る
「
景
気
動
向
指
数
」
な
ど
に
基
づ
い

て
行
わ
れ
て
い
る
。
景
気
動
向
指
数
は
、
企
業
や
家
計
の
動

き
を
示
す
統
計
の
中
か
ら
選
び
出
し
加
工
し
て
算
出
さ
れ
て

い
る
。
景
気
拡
張
期
間
は
、
景
気
の
谷
か
ら
景
気
の
山
に
向

か
っ
て
景
気
が
拡
大
し
て
い
る
期
間
で
あ
る
。
仮
に
26
年
７

月
ま
で
景
気
回
復
が
持
続
し
て
い
れ
ば
、
そ
の
期
間
は
74
か

月
と
な
り
、
こ
れ
ま
で
の
戦
後
最
長
の
「
い
ざ
な
み
景
気
」

の
73
か
月
を
超
え
る
こ
と
に
な
る
。

　

こ
の
結
果
、
国
内
景
気
は
６
年
以
上
も
回
復
を
続
け
て
い

る
こ
と
に
な
る
が
、
政
府
が
緊
急
事
態
宣
言
を
発
出
し
て
い

た
コ
ロ
ナ
禍
の
20
年
５
月
を
「
景
気
の
谷
」
と
し
て
い
る
た

め
、
回
復
初
期
は
経
済
活
動
が
ほ
ぼ
停
止
し
た
状
況
か
ら
の

リ
バ
ウ
ン
ド
と
い
う
側
面
が
大
き
か
っ
た
。

　

そ
の
後
は
、
足
元
に
か
け
て
明
確
な
後
退
局
面
が
見
ら
れ

な
い
と
い
う
だ
け
で
あ
り
、
景
況
感
の
水
準
と
し
て
は
ほ
ぼ

横
ば
い
圏
で
推
移
し
て
い
る
。
極
め
て
緩
や
か
な
回
復
局
面

で
、
一
進
一
退
を
繰
り
返
し
て
い
る
状
況
と
い
え
る
。

実
感
な
き
景
気
回
復
と
言
わ
れ
る
理
由

　

戦
後
最
長
と
な
る
景
気
拡
大
局
面
に
お
い
て
、
家
計
の
実

感
が
乏
し
い
理
由
と
し
て
は
、
現
行
の
「
景
気
動
向
指
数
」

に
採
用
さ
れ
て
い
る
系
列
が
、
家
計
よ
り
企
業
部
門
に
関
連

す
る
指
標
が
多
く
組
み
込
ま
れ
て
い
る
こ
と
に
あ
る
。
企
業

の
改
善
が
続
い
て
い
て
も
、
賃
上
げ
や
雇
用
回
復
な
ど
を
通

じ
て
家
計
に
恩
恵
が
波
及
し
な
け
れ
ば
、
生
活
者
は
景
気
回

復
を
実
感
し
に
く
い
だ
ろ
う
。

　

今
回
の
景
気
拡
張
期
間
を
み
る
と
、
物
価
上
昇
を
考
慮
し

た
実
質
賃
金
は
、
コ
ロ
ナ
禍
で
は
マ
イ
ナ
ス
が
続
き
、
21
年

か
ら
22
年
初
め
ま
で
は
反
動
で
小
幅
な
プ
ラ
ス
に
転
じ
た

が
、
そ
の
後
、
25
年
ま
で
の
約
４
年
間
は
ボ
ー
ナ
ス
支
給
月

を
除
く
と
全
て
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
て
い
る
。
26
年
に
入
っ
て

よ
う
や
く
プ
ラ
ス
に
転
換
し
た
が
、
景
気
拡
大
の
大
部
分
の

期
間
で
は
、
名
目
賃
金
が
伸
び
て
も
そ
れ
以
上
に
物
価
が
上

が
っ
て
お
り
、
回
復
実
感
が
な
か
っ
た
の
も
当
然
で
あ
る
。

今
年
の
春
闘
ま
で
３
年
連
続
で
５
％
超
の
高
い
賃
上
げ
率
と

な
っ
た
が
、
全
体
の
平
均
で
あ
り
、
企
業
規
模
や
業
種
、
職

種
や
雇
用
形
態
な
ど
に
よ
っ
て
バ
ラ
ツ
キ
が
あ
る
。
家
計
の

回
復
感
に
温
度
差
が
あ
る
の
は
必
然
と
い
え
る
。

景
気
動
向
指
数
と
景
気
波
及
の
限
界

　

景
気
動
向
指
数
の
う
ち
、
最
も
重
視
さ
れ
る
足
元
の
景
気

動
向
を
示
す
「
Ｃ
Ｉ
一
致
指
数
」
に
は
10
の
系
列
が
採
用
さ

れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
小
売
業
や
卸
売
業
の
商
業
販
売
額
は

消
費
動
向
に
近
い
指
標
で
、
こ
れ
に
有
効
求
人
倍
率
を
加
え

た
３
系
列
以
外
の
７
系
列
は
、
企
業
の
利
益
や
工
場
で
の
生

産
水
準
、
生
産
財
の
出
荷
や
輸
出
な
ど
企
業
活
動
を
示
す
指

標
で
あ
る
。
従
っ
て
、消
費
活
動
な
ど
が
停
滞
し
て
い
て
も
、

企
業
の
生
産
や
出
荷
、
輸
出
が
活
発
で
あ
れ
ば

全
体
の
景
気
動
向
指
数
は
プ
ラ
ス
に
な
り
や
す

い
。
現
在
の
景
気
動
向
指
数
は
、
家
計
動
向
を

把
握
し
に
く
い
指
標
と
な
っ
て
い
る
。

　

一
方
で
、「
１
億
総
中
流
」
と
呼
ば
れ
た
、

か
つ
て
の
高
度
成
長
期
の
よ
う
に
、
９
割
近
い

国
民
が
中
流
意
識
を
持
ち
、
あ
ら
ゆ
る
業
種
や

規
模
の
企
業
業
績
が
総
じ
て
改
善
す
る
よ
う
な

景
気
回
復
は
難
し
い
。
現
在
で
は
、
少
し
で
も

多
く
の
企
業
や
家
計
に
回
復
感
を
波
及
さ
せ
る

だ
け
で
な
く
、
恩
恵
が
及
び
に
く
い
層
に
対
し

て
支
援
を
実
施
す
る
こ
と
も
時
に
は
必
要
と
な

る
。

　

家
計
へ
の
波
及
に
は
物
価
上
昇
を
上
回
る
賃

金
上
昇
は
不
可
欠
で
、
実
質
賃
金
の
プ
ラ
ス
維

持
が
景
気
回
復
を
持
続
さ
せ
る
前
提
と
な
る
。

景
気
回
復
と
財
政
健
全
化
の
両
立
を

　

足
元
で
は
、
賃
上
げ
率
を
高
め
る
よ
り
も
、

物
価
上
昇
率
を
抑
え
る
こ
と
が
効
果
的
な
時
期

で
あ
る
。
直
近
６
月
の
消
費
者
物
価
指
数
は
、

政
府
に
よ
る
ガ
ソ
リ
ン
や
電
気
・
ガ
ス
料
金
へ

の
補
助
に
よ
り
、
生
鮮
食
品
を
除
く
総
合
（
コ

ア
指
数
）
で
前
年
比
プ
ラ
ス
1.6
％
、
総
合
指
数

で
同
1.7
％
の
伸
び
に
抑
え
ら
れ
て
い
る
。ま
た
、

子
育
て
支
援
と
し
て
、
25
年
４
月
か
ら
公
立
高

校
授
業
料
の
実
質
無
償
化
、
26
年
４
月
か
ら
私

立
高
校
も
実
質
無
償
化
と
な
っ
て
い
る
。
さ
ら

に
27
年
４
月
に
は
、
食
料
品
の
消
費
税
率
１
％

へ
の
引
き
下
げ
と
、
残
り
１
％
を
現
金
給
付
す

る
「
実
質
ゼ
ロ
」
の
実
現
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

　

内
閣
府
は
、
現
行
の
「
景
気
動
向
指
数
」
の

組
み
入
れ
指
標
を
見
直
す
方
針
を
打
ち
出
し
て

お
り
、
新
し
い
指
標
に
は
家
計
や
消
費
に
関
連

し
た
系
列
の
採
用
が
増
え
る
。
統
計
的
に
は
上

振
れ
る
可
能
性
が
高
い
が
、
家
計
支
援
策
に
は

財
源
が
不
可
欠
で
あ
る
。
食
料
品
の
消
費
減
税

だ
け
で
も
年
５
兆
円
が
必
要
で
、
財
政
健
全
化

を
重
視
し
な
が
ら
、
債
券
市
場
や
円
相
場
、
株

式
市
場
へ
の
悪
影
響
を
回
避
し
な
が
ら
の
回
復

の
持
続
力
が
試
さ
れ
て
い
る
。

Profile
1968 年青森県生まれ。91 年一橋大学経済学部卒業。02 年名古屋大学大学院経済学研究科博士前期課程修了。91 年野村證券入社。93 年東海総合研究所（現三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティン
グ（株））研究員。02 年 4 月 UFJ 総合研究所主任研究員。02 年 4 月名古屋大学経済学部附属国際経済動態研究センター客員研究員。06 年１月三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）調査部シ
ニアエコノミスト。15 年 4 月（株）十六総合研究所客員研究員（現任）。15 年 4 月中京大学経済学部客員教授（現任）、19 年 4 月学校法人梅村学園常任理事（現任）、21 年 5 月（株）壱番屋（COCO 壱番）
社外取締役（現任）。ニュース番組などのコメンテーターを務めるほか、国土交通省中部地方整備局、愛知県、名古屋市、名古屋港管理組合などの委員も務める。専門はマクロ経済、地域経済。

戦
後
最
長
の
景
気
拡
大
局
面
に
？

戦
後
最
長
の
景
気
拡
大
局
面
に
？

中
京
大
学

中
京
大
学  
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済
学
部
　
客
員
教
授
　

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　
内
田
内
田  

俊
宏
俊
宏
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景況天気図

愛知県の景況の推移（前年同月比）

全国の景況の推移（前年同月比）

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

【製造業】
①紙・紙加工品（紙器・段ボール）：依然中東情勢の影響が長く
響いている。土産物については、市場価格が上がっているため
商品が売れておらず在庫増となっている。販売価格については
概ね値上げが認められたが非常に動きが遅い状況である。
②窯業・土石製品（陶器）：製造元の受注は安定しているが、
製造が間に合わない。色々な物の高騰により製造原価が上昇し
てきているが価格転嫁できない。
③電気機器（電気機器）：受注活動面で採算重視傾向となるの
で、今後の生産計画規模の確保につながらず、当面は設備操業
や収益側で悪化しないように注力している。
【非製造業】
①卸売業（陶磁器）：中東情勢等の影響により石油製品に関する
全てにおいて原材料不足及び材料の値上げが続いており、物価
高がどの業界も大変厳しい状況。
②サービス業（貸おしぼり）：資材、燃料等の高騰、人件費の上
昇など厳しい状況が続いており、経営環境は悪化している。人
手不足解消のため、休暇取得、給与面などの環境改善を行って
いる。
③運輸業（一般貨物）：先行き不透明感は強いが、懸念されてい
た燃料価格が下落し、収益状況は好転している。

【製造業】
①紙・紙加工品（島根県・紙製容器）：包装資材の価格上昇につ
いては理解頂いているが、メーカーからは仕入数量制限及び納
期遅延など依然として厳しい状況が続いている。
②窯業・土石製品（岩手県・砕石）：原油不足問題は、「モノ不足」
フェーズから、「価格高騰」フェーズに変化しつつあるが、諸資
材価格高騰を製品価格に転嫁出来ないため、経営難に陥る企業
が続出しつつある。
③電気機器（東京都・照明器具）：ＬＥＤ化・省エネ更新の引合
いはあるものの、原材料費・物流費・人件費の上昇が続いている。
販売価格への転嫁は一部進んでいるが十分ではなく、売上は前
年並み、収益面はやや厳しい状況である。
【非製造業】
①卸売業（千葉県・乾物）：今月の食品値上げが消費に与える影
響が懸念される。大企業の製造業は上向きとされるが、中小企
業ではその実感が全くない。相次ぐ食品の値上げにより海苔業
界にも消費低迷が起こる懸念がある。
②サービス業（高知県・飲食店）：物価高に業界の価格転嫁は追
い付いておらず、業界の景況は悪化している。光熱費・仕入価格・
人件費など全ての経費が上昇しているが、顧客離れによる集客
低下の懸念から業界の価格転嫁は十分ではない。
③運輸業（奈良県・貨物運送）：荷動きは回復傾向にあるものの、
燃料価格の先行き不透明感が経営を圧迫している。また、オイ
ルや尿素など運送関連資材の供給不足も続いており、経営者の
大きな懸念材料となっている。

○●○● 業界レポート ●○●○

○●○● 業界レポート（全国） ●○●○

売 上 高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 操 業 度 雇用人員 景 況

製 造 業

非製造業

好　転
＋30≦DI

やや好転
＋10≦DI＜＋30

変わらず
−10＜DI＜＋10

やや悪化
−30＜DI≦−10

悪　化
DI≦−30

この情報は、中央会傘下の県下主要業界組合に配置した 112 名の情報連絡員から寄せられた各業界の景
況報告を集計したものです。情報連絡員は全国に約 3,000 名配置され、全国集計も行われています。

【2026年 6月分】
景況天気図（対前年同月比）

凡例
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特集　インボイス2割特例終了と経過措置～２０２６年10月１日から変わります～

　７月 30 日、高市総理は食料品にかかる消費税率を 2027 年４月１日より１％に引き下げる方針を表明しま

した。ここに至るまで議論は右往左往しましたが、ひとまずはこれで決着となるのでしょうか。最近は消費税

に関する話題が増えており、経理担当者の方達はその対応に追われています。消費税率引き下げとは別件です

が、今年の９月 30 日で、インボイスの２割特例が終了します。当初の予定ではそれ以後、全ての消費税課税

事業者は本則課税か簡易課税を選択する必要がありましたが、今年度の税制改正で新たに３割特例が創設され

る等、インボイスをめぐる制度は変わっています。今回はインボイス制度が 10 月よりどのように変わるのか

見ていきます。

〇３割特例の創設

　２割特例が終了することに伴い３割特例が始まることとなります。特例の内容は２割特例とほぼ同様で、課

税額が課税売上高の２割から３割に変わるだけです。ただし、適用要件は個人事業主であることとされたた

め、法人については当初の予定通り通常の課税事業者となります。ここで注意しないといけないのは、２割特

例の申告はいつまで行うことができるかです。法律上は「令和５年 10 月１日から令和８年９月 30 日までの

日に属する各課税期間」となっています。これは、10 月１日から（課税期間の途中で）２割特例が終了する

訳ではなく、９月 30 日を含む課税期間で終了するという意味です。つまり、３月決算の課税事業者の場合、

９月 30 日を過ぎても引き続き２割特例で課税消費税額を計算することができ、来年の４月１日から２割特例

が終了（３割特例開始）となります。

〇７・５・３割控除への改正

　課税事業者がインボイス登録事業者ではない事業者と取引した際の仕入税額控除について、現行では８割の

仕入税額控除を認めていましたが、10 月 1 日から７割となります。当初の予定では５割でしたが、７割に改

正されました。これによりインボイス登録事業者ではない事業者との取引によるデメリットが軽減された形で

すが、新たに同一の事業者とからの課税仕入が 1 億円以内であることが条件に加えられています（改正前は

10 億円）。この上限にかかるケースはそれほど無いとは思いますが、一定の制限が加えられた形となります。

〇 簡易課税制度選択届出書の提出期限の柔軟化

　２割特例や３割特例を適用している事業者がそれらの適用が終了した際に本則課税か簡易課税を選択するこ

とになり、原則的にはその選択は２割特例・３割特例終了後の課税期間が開始する前日までに選択する必要が

ありますが、特例により選択期限がその課税期間の確定申告期限まで延長されます。例えば３月決算の法人で

2027 年４月から通常の課税事業者になる場合、本則課税か簡易課税の選択は 2028 年３月 31 日までにすれば

良いこととなります。これは、事前に見込みでの選択から、事後に実績をみて選択への変更であり、課税事業

者にとって有利な特例と言えます。

Profile
1981 年安城市生まれ。大学卒業後、金融機関勤務を経て 2008 年公認会計士試験合格。大手監査法人にて主に大手自動車メーカー系の上場企業の
監査を担当した後、現事務所へ移籍。2013 年公認会計士・税理士登録。「会社とともに歩み、成長をサポートする」を理念に活動する。年に一度
の車でのジオパーク巡りをライフワークとする。

公認会計士・
税理士

渥美健吾の

渥美健吾税理士事務所
公認会計士・税理士・中小企業組合士
渥美　健吾

インボイス2割特例終了と経過措置インボイス2割特例終了と経過措置
～～２０２６年10月１日から変わります～２０２６年10月１日から変わります～
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愛知県官公需適格組合協議会　通常総会を開催しました！
　７月１日（水）、ウインクあいちにて愛知県官公需適格組合協議会の通常総会が行わ
れ、会員９名が出席しました。
　本協議会は、県内の官公需適格組合 19 組合によって組織され、適格組合の受注機会
の増大を積極的に図るとともに適格組合の社会的地位の向上を図ることを目的に活動し
ています。官公需適格組合制度は、官公需の受注に対して特に意欲的であり、また、受
注した契約を十分に責任を持って履行できる経営基盤が整備されている組合であること
を中小企業庁が証明する制度です。
　総会では、全国官公需適格組合協議会をはじめ関連団体との連携を図っていくことなどを決議しました。

愛知県中小企業組合士会　通常総会を開催しました！
　７月９日（木）、ウインクあいちにて愛知県中小企業組合士会の通常総会が行われ、
会員 14 名が出席しました。
　本会は、県内の中小企業組合士 51 名によって組織され、時宜に合わせた研修会や、
各種組合士養成のための講習会等を行っております。
　中小企業組合士制度は、中小企業組合に従事する役職員等の資質向上を図り、組合の
健全な発展に貢献することを目的に、その職務の遂行に必要な知識に関する試験を行い、
試験合格者の中から３年以上の実務経験のある者に対して、中小企業組合士の称号を与
える制度で、今年度も 12 月に検定試験が行われます。
　また、今年度は、創立 50 周年を記念した懇親会の開催を予定しております。

事業継続支援事業セミナーを開催しました！

中小企業退職金共済（中退共）制度のご案内

　７月 27 日（月）、ウインクあいちにて「事業継続支援事業セミナー」を開催いたし
ました。本セミナーでは、独立行政法人中小企業基盤整備機構の仲保吉正氏を講師に
お迎えし、『事例から学び備える【連携ジギョケイ】』をテーマにご講演いただきま
した。
　近年、地震や局地的な豪雨といった自然災害が多発しており、企業における防災・
減災対策は一刻を争う経営課題となっています。こうした背景を踏まえ、本セミナー
では、組合や近隣の複数事業者がお互いに連携して策定する「連携事業継続力強化計
画（ジギョケイ）」について解説がなされました。
　実際に連携計画を策定した組合の具体的な取り組みや先進的な実例が紹介されたほか、ジギョケイ策定を実効性の
ある計画とするための策定ポイントについての解説もされました。参加者にとっても、自社や所属組織の災害リスク
を再認識する大変有意義な機会となりました。

　中小企業退職金共済（中退共）制度は、中小企業の事業主が、従業員の退職金を計画的に準備できる国の退職金制
度です。国からの有利な掛金助成や、税法上の優遇も受けられ手数料もかかりません。
　家族従業員やパートタイマーも加入できます。
※一部対象外あり。詳しくは、下記ホームページをご覧ください。
 https://chutaikyo.taisyokukin.go.jp/　【お問い合わせ先】中退共本部　Tel   03-6907-1234

「タイヤ業界活性化のための協議会」が開催されました！
（愛知県タイヤ商工協同組合）

　７月 11 日（土）、名古屋東急ホテルにて「タイヤ業界活性化のための協議会」が開
催されました。本イベントは、愛知県タイヤ商工協同組合青年部と全国タイヤ商工協同
組合連合会青年部協議会が主催したもので、当日は全国各県のタイヤ商工組合青年部か
ら多くの関係者が一堂に会しました。今回は「言わせてくれよ俺の店の強み」をテーマ
に掲げ、各々が現場で培ってきたノウハウや自社の強みを惜しみなく披露し、活発な情
報交換はもちろん、日頃抱えている自社の課題解決に向けた、実践的なグループワーク
が展開されました。組合の最大のメリットである「横のつながり」を強化し、組合や業
界の発展を目指して、活発な意見交換が行われました。
　なお、本イベントの開催にあたっては、本会の「組合等課題対応支援事業」を活用されています。本事業は、研修
会や展示会等にご利用いただける助成事業です。ご興味のある方は、愛知県中央会までお問い合わせください。



名古屋支店・熱田支店　〒460-0003 名古屋市中区錦3-23-18 TEL 052-951-7581
豊　　橋　　支　　店　〒440-0897 豊橋市松葉町3-71-2 TEL 0532-52-0221

※広告内容に関する責任は、広告主に帰属します。
※「中央会あいち」に掲載する広告を募集しています。
　お問合せ：情報調査部　TEL : 052－485－6811
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